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〜物流の協調領域への取組について〜
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自己紹介
堀尾 仁（ホリオ ジン） 1961年3⽉⽣まれ 62歳

1985年4⽉ 味の素株式会社⼊社
2014年7⽉ 物流企画部⻑（53歳にして全く初めての物流業務に携わる）
2019年7⽉ 上席理事物流企画部⻑ Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社取締役（⾮常勤）
2023年6⽉末⽇ すべての職務から退任
2023年7⽉1⽇ 公益財団法⼈ 流通経済研究所 特任研究員

◇物流に携わって
2015年メーカー6社によるF-LINEプロジェクト（後述）⽴ち上げ、
2016年メーカー8社によるＳＢＭ会議（後述）⽴ち上げ
2019年メーカー5社出資によるＦ－ＬＩＮＥ（株）設⽴
持続可能な加⼯⾷品物流構築を⽬指し、メーカー同⼠の⽔平連携、サプライチェーン全体の垂直連携、
さらには⾏政当局や業界団体を巻き込んだ連携を構築し、物流改⾰を推進してきた。

補⾜︓38年間の会社⽣活のうち、
⼀番⻑いのが、「⼈事労務」の計11年間（主として労務畑、うち２年間は給与・福利厚⽣業務のシェアドサービス会社
に出向、次に⻑いのが、「医薬事業」と直近の「物流業務」の9年間。そのほかには、経営企画部4年間、調味料需給
管理４年間。
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本日、お話しする内容

１．運べなくなる危機

加工食品物流の危うさ

２．持続可能な加工食品物流を構築するために

「個社の改革」 から 製（メーカー）配（卸売業）販（小売業）三層連携、そして行政や業界団体を
巻き込んだ全体連携へ

３．まとめ ～３つの視点～

１）加工食品の物流改革を進めるスキーム

２）物流改革を担う人財 現場の従業員レベルまで行動変容を促していくためには

３）物流「改善」から物流「改革」へ、そして・・・・ 「究極に効率的な物流」とは
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１．運べなくなる危機 加工食品物流の危うさ
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運べなくなる危機
危機１．トラックドライバー不足（物流従事者不足）

・他の産業に比べ、高齢化が進んでおり、また若年層の割合が低く
担っている従事者はどんどん減っていく

・なり手がいない
・労働時間が２割長くて、収入は２割低い（全産業平均比）

危機２．２０２４年問題（後述） ← 働き方改革

危機３．嫌われる加工食品物流
・短いリードタイム 受注翌日午前配送、夜間作業前提作業工程
・長時間待機（全産業ワースト１） ３０分で済む荷下ろしに７時間待ち！
・附帯作業 バラ積み/バラ下し、積み替え、フォークリフト運転
・厳しく、複雑な日付管理、納品日付管理 ロット逆転防止のための多頻度検品
・非効率で、非合理的な悪しき商慣行 納品場所での棚入れ、ドライバー作業
を見込んだ納品先作業合理化

・小ロット、多品種、多頻度納品 ＳＫＵ増加

２０３０年における物流需給ギャップ
（ＮＸ総研による試算）

危機１（ドライバー不足）で
１９．５％ 不足

危機２（２０２４年問題）と
合わせると
３４．１％ 不足

危機３を加えたら
一体どうなるのか！

～潤沢に人がいた時代はできていたが・・・・

※上記の危機に、「激甚化する災害」「ＳＤＧＳ、ＣＯ２・環境問題」「新しい生活様式」などが物流を襲う！
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ここまでくれば、やることは明確

【個社ごとの改革】

【同業他社との連携による改革】

■モーダルシフト、積載率向上、
■物流費タリフの抜本的見直し ⇒ 物流費の見える化（「ひと山いくら」からの脱却）

⇒ 改善結果が反映される料金体系へ
■ＢＣＰ、激甚災害対応オペレーション ⇒ 止める/止めない判断、輸配送ルートの多様化
■賞味期限の年月表示化
・・・・・・・・・・・・・・・など

■共同物流の推進 ⇒ 共同配送、共同幹線輸送、物流会社との連携強化（例：設立など）
■作業や書式等の共通化によるオペレーションの効率化（無駄の削減）
■他社との連携による上記「個社ごとの改革」の効果拡大化
・・・・・・・・・・・・・・・など
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ここまでくれば、やることは明確

【サプライチェーン全体での改革】 製（メーカー）・配（卸）・販（小売）にまたがる足元課題

【行政や業界団体を巻き込んだ改革】 標準化

■納品伝票の電子化（伝票エコシステム構築）
■外装サイズ標準化（「加工食品外装ガイドライン」2022年4月）
■コード体系標準化（ＧＳ１標準コード導入）
■外装表示の標準化（味の素社「外装表示ガイドライン」の公開
・・・・・・・・・・・・・・・・など

■納品リードタイム延長
■長時間待機撲滅
■附帯作業撲滅
■納品伝票のペーパーレス、ＡＳＮ（事前出荷情報）、検品レス
■納品期限の緩和（１/２ルールの徹底）
・・・・・・・・・・・・・・・・など

さらには、６月2日発出の「政策パッケージ」「ガイドライン」に対する「行動計画（指針）」を
サプライチェーン全体で論議し、策定へ



２．持続可能な加工食品物流を構築するために

「個社の改革」 から 製（メーカー）配（卸売業）販（小売業）三層連携、そして行政や業界団体を
巻き込んだ全体連携へ
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＜製（メーカー）＞

加⼯⾷品メーカーの⽔平連携から加⼯⾷品サプライチェーン全体の垂直連携へ
＜配（卸売業）＞ ＜販（⼩売業）＞

F-LINEプロジェクト
日本加工食品卸協会

（日食協）
物流問題研究会

日本スーパーマーケット協会
全国スーパーマーケット協会

オール日本スーパーマーケット協会
ＳＢＭ会議

（食品物流未来推進会議）

首都圏ＳＭ物流研究会

9

“製配間で物流問題を論議する場”を設置

（テーマごとにワーキンググループ立ち上げ）

第一期 「納品リードタイム延長」
第二期 「長時間待機と附帯作業」

“製配販間で物流問題を論議する場”を設置

ＦＳＰ（ﾌｰﾄﾞｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）

2015年

2016年

2020年

2023年3月
2022年4月
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加⼯⾷品メーカーによる⽔平連携（2015年〜）

２０１５年２月

≪ Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト 発足 ≫
味の素社
カゴメ社

日清オイリオ社
日清製粉ウェルナ社

ハウス社
ミツカン社

６社による持続可能な物流体制構築を議論する場
【テーマ】 ①共同配送 ②共同幹線輸送 ③製・配・販課題

２０１９年４月

≪ Ｆ－ＬＩＮＥ株式会社 設立 ≫

・物流企画立案機能統合
・物流資産共有
・３つの物流子会社統合

【出資比率】
味の素社４５％、ハウス社２６％、カゴメ社２２％、
日清製粉ウェルナ社４％、日清オイリオ社３％

２０１６年５月

≪ ＳＢＭ会議 発足 ≫
食品物流未来推進会議

左記Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト６社に

キッコーマン社
キユーピー社

を加えた８社

８社による製配販課題解決の討議・実行の場

長時間待機、附帯作業、納品方法、商慣習
などの共通課題を議論

加工食品業界を代表する立場で各委員会等に参画

国交省

ホワイト物流
推進運動

経産省

フィジカルインターネット
実現会議

経産省、国交省、農水省

持続可能な物流の実現
に向けた検討会

国交省ほか

総合物流施策大綱

他、行政主催の検討会・講演会

Ｆ－ＬＩＮＥ物流未来研究所
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加⼯⾷品メーカーと卸売業との連携による取り組み（2020年〜）

ＳＢＭ会議と日食協物流問題研究会とで
２０２０年に製配間で物流課題を議論する場を立ち上げ議論開始

第１期（２０２０年～）
メーカー⇒卸への「納品リードタイム延長」ワーキンググループ

①卸⇒メーカーへの「受発注締め時間の後ろ倒し」
②小売り⇒卸への「定番商品の発注時間の見直し」
③小売り⇒卸への「特売品・新商品における発注・リードタイムの確保」
④納品期限の緩和（１/２ルールの採用）

第２期（２０２３年６月～）
（主に製配間の）長時間待機・附帯作業ワーキンググループ（１回/月）
主要卸８社とＳＢＭ８社による議論

◎【目的】『持続可能な加工食品物流構築』のために
〇トラックドライバーの拘束時間の削減
〇限りあるトラック輸送能力の最大限の活用
〇上記を実現するための施策の策定および実行に向けた手引き策定

「荷待ち・荷役作業削減に向けた加工食品業界の取組みに関するガイドライン」

小売業との垂直連携へと
発展

⇒ＦＳＰ立ち上げへ

（※１）

2023年3月16日

小売４社様記者会見※２

「持続可能な食品物流構築に
 向けた取り組み宣言」

「首都圏ＳＭ物流研究会発足」

今後も物流の諸課題を本⾳で議論できる場として、相互の信頼関係を深める
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ＦＳＰ （＝Food Supply Chain Sustainability Project）

【構成メンバー（敬称略）】

■日本スーパーマーケット協会（JSA） ： 江口・大日向・加藤
■全国スーパーマーケット協会（NSAJ） ： 島原・塩澤・籾山
■オール日本スーパーマーケット協会（AJS） ： 中村・戸田
■食品物流未来推進会議（SBM） ：

◇味の素 ： 森・松本
◇キユーピー ： 前田・森本

■日本加工食品卸協会（NSK）： 時岡
◇三菱食品 ： 小谷・帰山
◇国分首都圏 ： 殿村・山本・清水

＜オブザーバー＞
■首都圏ＳＭ物流研究会
■流通経済研究所 ： 石川、堀尾

【議論内容】
１）前頁のテーマ①～④の具現化
２）2023年6月2日発出の「政策パッケージ」「ガイドライン」への対応協議

2023年3月16日 小売４社の共同記者会見※２

※１ 加⼯⾷品メーカーと卸売業と⼩売業による連携の取組（2022年〜）

ＦＳＰとして行動指針を策定

※３



【背景】
・持続可能な加⼯⾷品物流構築の課題を製配販で論議する「FSP会議」の取組みを、会議メンバーである全国
スーパーマーケット協会事務局が加盟各社トップ層と共有

・中核4社（サミット、マルエツ、ヤオコー、ライフコーポレーション）がこの取組みに全⾯的に賛同し、
先頭になって牽引していくことを決定

【宣⾔内容】
・①定番商品の発注時間前倒しによる取引先の夜間作業、調整作業の削減 ②特売、新商品の納品リードタイ
ム確保と追加発注削減による積載率向上・緊急対応作業の軽減 ③「1/2ルール」徹底による⾷品物流の効
率化 ④卸⼩売間の受発注を標準化された流通BMSで⾏うことによる業務効率化の実現

・物流分野を各企業間の「競争領域」ではなく「協⼒領域」と捉えて、各社の協⼒による物流効率化を研究
する『⾸都圏 SM 物流研究会』を発⾜する（待機附帯作業問題なども今後テーマ化）

【⼩売各社コメント】
〇「従来やってきたことを変えることはとても大変。だからトップダウンで
やろう。他社にも水平展開目指す」
〇「世間の価値観は変化し、従来は競争案件だったものも、しっかり『協調』
へシフトし無駄をなくさなければならない。従来のルール でいいのか、
問い直すべき」
〇「商慣習の変革は、小売の中核として、食品ＳＭが先導する。 主体的に
過剰なサービス是正に取り組む」

※2023年8⽉現在は、⻄友・カスミも参画し、参画希望団体も多数あり。

※２ ⼩売4社様発表「持続可能な⾷品物流構築に向けた取り組み宣⾔」（23/3/16）
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（登壇者）⼩売４社⻑、FSP（⽇⾷協、三菱⾷品、キユーピー、味の素）
経済産業省、農林⽔産省
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ポイント

■物流の改革すなわち「ガイドライン」記載のテーマは、個社だけでは対応できないことが多く存在する
（課題解決に向けた“連携”の重要性）

■来年度法制化され、規制の対象となるのは個社単位

■個社最適の追及は、サプライチェーン全体の効率化につながらないケースが多い

■個社行動計画策定前に、サプライチェーン全体の最適化を意識した「行動指針」的なものを、
製（メーカー）、配（卸売業）、販（小売業）の三層を含む関係者間で共通認識として
持っておく必要がある

■業界ごとに、水平連携、垂直連携の協議体を設ける必要性がある

■連携・協議の求心力は、「運べなくなる危機を、その業界のサプライチェーンを担っている全関係者で
どうやって回避するか！」にあり、「コスト削減」「商取引」ではない。
２０２４年問題は通過点にすぎず、構造的課題に切り込むことは安定した物流確保のためには必須

すべての活動の背骨、理念は、「持続可能な物流構築を目指して」を忘れずに！

※３ 加⼯⾷品業界製配販⾏動計画のFSPにおける検討について



「物流の適正化・⽣産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」 対応の
「加⼯⾷品業界製配販⾏動計画」（「ＦＳＰ指針」案） 抜粋
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３．まとめ ～３つの視点～

１）加工食品の物流改革を進めるスキーム

２）物流改革を担う人財 現場の従業員レベルまで行動変容を促していくためには

３）物流「改善」から物流「改革」へ、そして・・・・ 「究極に効率的な物流」とは
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総合物流施策大綱
（2021年度～2025年度）

経済産業省

強
固
な
連
携

国土交通省農林水産省

フィジカルインターネット実現
アクションプラン（2022～2030年）

製配販連携協議会
４つのＷＧ

商流・物流におけるコード体系標準化
物流資材の標準化および運用検討
取引透明化に向けた商慣習検討
データ共有による物流効率化

国
の
動
向

製
配
販
三
層

１．加⼯⾷品分野における物流改⾰を進めるスキーム

業
界
団
体
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持続可能な物流の実現に向けた検討会

公正取引委員会

厚生労働省

ホワイト物流推進運動

「政策パッケージ」と「ガイドライン」2023年6月2日

加工食品分野の物流の適正化・生産性向上に向けた取組の情報連絡会

ＦＳＰ（製配販三層による物流課題解決プロジェクト）

フードサプライチェーンサステナビリティプロジェクト

日本加工食品卸協会
日本スーパーマーケット協会
全国スーパーマーケット協会
オール日本スーパーマーケット協会

ＳＢＭ会議（キッコーマン、キユーピー＋F-LINEプロジェクト６社）

Ｆ－ＬＩＮＥプロジェクト（味の素、カゴメ、日清オイリオ、日清製粉ウェルナ、ハウス、ミツカン）

流通経済研究所
他業種との連携も視野に
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・もちろん、⻑く物流をやってきたメーカー物流の“プロ”

・物流会社の現場を熟知している⼈財

・物流を全く知らない⼈（「おかしい︕」と素直に⾔える⼈）

・６社間契約をまとめられる契約・交渉・社内⼿続きに明るいコーポレート系⼈財

・製・配・販三層の取り組みをすすめるためには営業系⼈財は必須

・プロジェクトマネジメント経験者

・先進性＝過去の延⻑線で考えない⼈（誰もやったことのないことをやるのですから）

・⾃社最適の枠を超えている⼈ （≒利他）
・
・
・

＜⽅法は、“育成”か、“社内ローテーション”か、“社外とのやりとり”か・・・・・・・・＞

物流改革には、“多種多様”な人材の集合体であることが必須！

２．物流改⾰を担う⼈材像 現場の従業員レベルまで⾏動変容を促していくためには
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例）味の素（株）物流企画部における⼈財マネジメント

＜物流企画部＞
受注・配送

物流費
ネットワーク管理

プロジェクトマネジメント
部内統括

＜コーポレート＞
財務・経理
法務、人事

安全・品質・環境
経営企画
システム

社内外広報

＜研究所部門＞
ＩＥ関連

包材開発

＜事業部門＞
生販バランス

在庫移動
新製品開発

包材

＜Ｆ－ＬＩＮＥ㈱＞
現場（配送、受注）
プロジェクト推進

＜営業部門＞
お得意様対応

製配販課題解決

＜生産部門＞
倉庫業務

エンジニアリング

⇒ “物流”という業務を、 いろんなひとに “知ってほしい” “やってほしい”

⇒ 物流企画部にいる⼈に、 いろんな視点を “持ってほしい”

２．物流改⾰を担う⼈材像 現場の従業員レベルまで⾏動変容を促していくためには
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ミッション：持続可能な加工食品物流の構築

ビジョン ：働きやすい物流環境・スマート物流の構築
「簡素で滑らかな物流」「担い手にやさしい物流」
「強くてしなやかな物流」実現（総合物流施策大綱から引用）

【顧 客】
生活者・お取引先様・物流従事者

⽇本のＳＣＭ全体へ貢献する 企業価値の向上
ＡＳＶの実現

当社による
物流環境改善

他社・他業種に波及
【提供価値】

・確実に運ぶ

・確実に届ける

・労働環境改善

例）味の素（株）物流企画部 組織・マネジメントポリシー

ＡＳＶとは、

Ajinomoto Group
Shared
Value の略

創業以来私たちが掲げている
「事業を通じて社会課題を解決
し、社会と価値を共創する」
という理念

２．物流改⾰を担う⼈材像 現場の従業員レベルまで⾏動変容を促していくためには
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持続可能な加⼯⾷品物流構築実現にむけたステップ

改善
改革 革命

ここがポイント！

３．物流「改善」から物流「改⾰」へ

改善 ⾰命

個別に導⼊されたシステム
をつなぎ、データが共有で
きる仕組みを創る

予約受付システムは︖
マッチングシステムは︖
納品伝票電⼦化は︖
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ご清聴、ありがとうございました


